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Ⅰ．はじめに

政治や行政といった公的な組織や制度への信頼（以下、
政治への信頼）の低下が問題であるとの指摘の背後には、
多くの人びとが政治に対して信頼を抱いていなければ、
政治システムはうまく機能しないとの想定がある。たし
かに、政治への信頼は、政治システムを安定的かつ効率
的に機能させるうえで必要なのかもしれない。しかし、
このような信頼に対する思い込みは、ときとして信頼に
対する過大評価に繋がる。政治への信頼は、一方で認識
的であるが、他方感情的でもある。この信頼の特徴が上
述の議論においては軽視されている。
本稿の目的は、政治への信頼が、民主主義という政治
システムを機能させる側面がある一方で、機能させない
側面もあることを明らかにすることである。ここでは、
政治への信頼の効果を、加算的効果と条件付け効果に区
別する。同時に、政治への信頼を、認識的信頼と感情的
信頼とに区別する。感情的信頼は、システム・フィード
バックの機能を阻害する条件付け効果を有するのではな
いかというのが、ここでの基本仮説である。信頼にはそ
のような効果が存在することを、本稿は、JESⅢを用い
た計量分析から実証的に示す。
政治への信頼の条件付け効果を分析することには 3つ
の意義がある。第 1に、政治への信頼の効果に関する新
たな知見を提供することができる。先行研究の多くは、
政治への信頼の効果を推論するにあたり、もっぱら加算

的効果に注目してきた。本稿は、政治への信頼の条件付
け効果に注目することで、先行研究の多くが見過ごして
きた信頼の効果を明らかにする。第 2に、先行研究とは
異なる視点から、民主主義の機能と政治への信頼の関係
について議論することができる。既存の研究の多くは、
政治システムの効率化という側面から政治への信頼の効
果を議論してきたが、信頼の条件付け効果に着目するこ
とでシステム・フィードバックの観点から信頼の効果を
議論することが可能となる。本稿は、このシステム・
フィードバックの実態を政治への信頼との関係から明ら
かにするものである。第 3に、政治への信頼の「負」の
側面を明らかにすることができる。たしかに、政治への
信頼はシステムを効率的に機能させるうえで必要だろ
う。しかし、感情的な信頼は、民主主義を一方で機能不
全に陥らせる要因ともなるのではないか。本稿は、政治
への信頼の条件付け効果を分析することで、信頼には政
治システムを「機能させる」側面と「機能させない」側
面の両者があることを明らかにする。

Ⅱ．政治への信頼は民主主義を機能させるのか

1．なぜ信頼の効果へ注目するのか
政治への信頼に関する研究には、大きく分けて 2つの
研究潮流が存在する。ひとつは、政治への信頼の記述的
推論を行う研究であり、もうひとつは因果的推論を行う
研究である。前者は、さらに政治への信頼の測定方法等
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に関する研究と 1）、信頼の構造や現状を記述するものと
に分けられる 2）。後者に関しても、政治への信頼の規定
要因を明らかにするものと、信頼の効果を明らかにする
ものに分けられる 3）。本稿は、この分類に従えば、政治
への信頼の効果を明らかにする研究として位置づけられ
るものである。
本稿が政治への信頼の効果を明らかにする理由として
は、主として以下の 2点があげられる。第 1に、政治へ
の信頼の記述的推論や原因の分析に比して、効果に関す
る実証研究が少ないからである。第 2に、政治への信頼
の効果には加算的効果と条件付け効果の 2つがあるが、
後者に関する視点が欠如していると考えるからである。
近年における政治への信頼の低下を背景に、信頼に関
する様々な研究が政治学や行政学において行われてい
る。そこでは、政治への信頼はどのように、そしてどの
程度低下しているのか、なぜ信頼は低下しているのかと
いった疑問に対して、多くの解答が提示されている。し
かし、一方での政治への信頼の効果に関しては、やや不
明瞭な状態にある 4）。
常識的な観点からいえば、「政治への信頼の低下が問
題である」との主張に誤りはないだろう 5）。しかし、こ
の主張はあくまで推論であって前提ではない。推論を前
提に置き換えることは、むしろ、政治への信頼の研究全
体の意義を低減させる恐れがある。なぜなら、政治への
信頼の低下が現実としていかなる問題を引き起こしてい
るのかが不明瞭である場合、信頼の記述的推論であれ原
因の探求であれ、その意義を説得的に説明することがで
きないからである。本稿が政治への信頼の効果を明らか
にする第 1の理由は、この点に求められる。つまり、政
治への信頼の効果を実証的に明らかにすることは、信頼
に関する研究全般の意義を高めていくうえでの必須の課
題だと考えるからである。
また、政治への信頼の効果に関する実証研究の多くは、
信頼の加算的効果にのみ注目している。政治への信頼の
効果に関する知見の蓄積に乏しいと上では述べたが、投
票参加研究ないし政治参加研究においては一定の知見の
蓄積がみられる。特に、アメリカ政治学においては、
1960 年代頃より投票参加や政治参加と政治不信の関係
に関する分析が多数行われている 6）。ただし、推定方法
等によって政治への信頼の効果に関する分析の結果は異
なっており、確たる証左が得られているわけではない。
この傾向は日本においても同様にあてはまり、政治への

信頼の効果があるとする結果もあれば、ないとする推定
結果もある 7）。とはいえ、いずれの研究においても、政
治への信頼の効果を加算的なものと見立てたうえで分析
を行うという点は共通している。
いうまでもなく、政治への信頼がどの程度従属変数の
分散を説明するのかを明らかにする研究には意義があ
る。けれども、政治への信頼の効果は、このような加算
的なものに限られるわけではないだろう。もうひとつの
効果としての、その他独立変数の効果量を増加させたり
減少させたりする条件付効果も、政治への信頼の効果を
検討するうえでは重要である。いわゆる政治への信頼の
相互作用に関する視点が、先行研究には抜け落ちている。
政治への信頼の加算的効果にのみ注目することは、信
頼の効用を過大視することに繋がる恐れがある。たしか
に、多くの論者が主張するように、高い水準での政治へ
の信頼は民主主義という政治システムを機能させるのか
もしれない。たとえば、選挙制度は「自分たちの投票の
結果が議席に反映される」という確信（信頼）を多くの
有権者が抱いていなければ、そもそも機能しないだろう。
しかし、すべての有権者が何かしらの具体的な事実をも
とに、政治を信頼できると考えているわけではない。政
治への信頼は、一方で評価に基づく認識であるが、他方
で無自覚的な感情でもある 8）。そして、このような特徴
をもつ政治への信頼は、システムを機能させる一方で、
機能不全に陥らせる要因ともなる。それを知るには、政
治への信頼の条件付け効果を明らかにする必要がある。

2．信頼のパラドクス
前項では、政治への信頼の効果には、加算的効果と条
件付け効果の異なる 2つの効果があると述べた。このよ
うに政治への信頼の効果を大別する理由は、政治システ
ムの機能と信頼の関係を検討するにあたって、加算的効
果と条件付け効果の区別が重要な意味をもつと考えるか
らである。ただし、この点を理解するには、まず、信頼
が政治システムを機能させるとは一体どのようなことを
意味しているのかを説明しなければならないだろう。以
下では、政治システムを政治体系（政治過程）への入力、
政治体系（政治過程）からの出力、出力から入力への
フィードバックから成るものと単純化したうえで、政治
への信頼の効果について検討していく 9）。
政治システムが機能するには、何よりもシステムを動
かすための資源としての入力が必要となる。そのような
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入力には、大別して支持と要求の 2種が存在するが、い
ずれの場合であれ、入力自体が行われなければ政治シス
テムは機能しない。言い換えれば、政治システムを機能
させるには、システムへの入力という「協力行為」が必
要不可欠なのである。しかし、全ての入力が政治システ
ムを「効率的」に機能させるわけでもない。民主主義の
統治能力の危機として論じられたように、過度な要求的
参加は、政治システムの安定性や効率性を阻害する 10）。
もちろん、市民オンブズマン活動のように、より「機能
させる」ことを目的とする要求もありえようが 11）、こ
れを一般的な参加のあり様とみなすことは現実的妥当性
に欠ける。これらの点に鑑みるなら、第 1に、政治への
信頼は、政治システムへの入力のうち、支持を作り出す
ものと考えられる 12）。
第 2 に考えられるのは、政治システムからの出力を、
政治への信頼が効率化する効果である。政策ないし施策
の実施を円滑に進めていくうえでも、有権者の協力は重
要である。政治への信頼は、そのような政策実施を円滑
に進めていくうえでの「協力行為」を生み出すものとも
考えられる。さらにいえば、多くの人々が政策実施に協
力することは、人的資源の節減という意味でもコストの
削減に繋がるだろう。
以上の 2つの効果については、政治への信頼の加算的
な効果として、すでに多くの研究において指摘されてい
るところであり、また、本稿も信頼にはそのような民主
主義の効率化に資するための効果があると考えている。
しかし、効率性のみが、政治システムを評価する際に重
要となるわけではないだろう。どのようなシステムであ
れ、効率的であれば「良い」とする発想は、民主主義の
「変換」という側面を軽視しているように思われる。こ
こでは、そのような民主主義の機能に関する「質的」評
価としてのシステム・フィードバックの効果性に注目す
る。
有権者の意思を出力としての政策決定にどれだけ、あ
るいはどの程度反映させることができているのかという
点から、民主主義の機能について評価することができる
だろう。ここでは、入力と出力の乖離から捉える評価を、
効果性の評価と呼ぶ。システム・フィードバックの効果
性とは、有権者という「ブラックボックス」への入力と
しての「出力評価」が、「ブラックボックス」からの出
力としての「入力」に、どの程度反映されているのかを
意味する。そして、ここでは、「政策評価」と「入力」

の乖離が小さければ小さいほど、政治システムは機能し
ていると考える。
効率的であるが効果的でない政治システムもあれば、
効果的であるが効率的ではないシステムもありうる。つ
まり、効率性の評価軸と効果性の評価軸は独立している
と考えられる。民主主義が機能するとは、政治システム
が効率的であると同時に効果的であるとみなす本稿は、
政治への信頼の効率性に対する影響だけではなく、効果
性に関する影響にも着目する。具体的な政治過程におけ
る効果性については、有権者が果たす役割はそれほど大
きなものではないかもしれない。しかし、システム・
フィードバックの効果性という点については、政治への
信頼が果たす役割は大きなものとなるだろう。なぜなら、
民主主義という政治システムにおいて、システム・フィー
ドバックの中心に据えられているのは、有権者自身だか
らである。
政治への信頼がシステム・フィードバックに関する効
果性をどの程度、そしてどのように左右させるかを知る
には、信頼の加算的効果ではなく、条件付け効果に着目
する必要がある。システム・フィードバックの効果性に
対する政治への信頼の効果は、出力評価と入力の関連を
左右させる条件付け効果として顕在化すると考えられる
からである。別言すれば、その他独立変数としての出力
評価が入力に与える効果量を、政治への信頼がどの程度
左右させているのかという視点から、システム・フィー
ドバックと信頼の関係について議論することができる。
このシステム・フィードバックが適切に行われている
か、という観点から政治への信頼の効果を推論する場合、
信頼の質によっては「民主主義を機能させない」可能性
が高まるとの仮説が導き出される。具体的には、政治へ
の信頼が、認識的な信頼である場合は出力評価と入力の
関係を変化させないが、感情的な信頼である場合、出力
評価と入力の関係を弱めると考える。ここでは、何らか
の根拠に基づく信頼を認識的信頼と呼び、何の根拠にも
基づかない信頼を感情的信頼と呼ぶ。この政治への信頼
の理念的な区別は、いかなる信頼がいかなる効果を与え
るかを検討する際の手がかりとなる。
システム・フィードバックの効果性は、認識的信頼か
感情的信頼かで帰結が異なる。第 1に、認識的な信頼を
抱いており、かつ、出力への評価が否定的なものである
場合、信頼しているにも関わらず支持ではなく要求を入
力することになるが、これは現実問題として生じうる可
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能性は低い。なぜなら、この現象は、出力への評価と政
治への信頼が、完全に独立する場合においてのみ生じう
るものだからである。認識的信頼は何らかの事実等に基
づく信頼であることは先に述べたとおりである。この事
実の中には、当然出力への評価も含まれている。認識的
な信頼を抱いており評価が否定的というのは、やや語義
矛盾をきたしており、それゆえに政治への信頼が認識的
である場合は、システム・フィードバックの効果性を左
右させることはないと考えられる。
ところが、第 2に政治への信頼が何の根拠にも基づか
ない感情的なものである場合、信頼のパラドクスともい
うべき現象が生じることとなる。認識的信頼とは異なり、
感情的信頼は根拠に基づかないものなので、出力への評
価と完全に独立する。そして、出力への評価とは関係な
く、信頼の場合は支持、不信の場合は非協力ないし棄権
という帰結を生じさせるものとも考えられる。つまり、
感情的な信頼を抱いている場合、システムの効率性とい
う側面においては支持を生み出すので信頼は民主主義を
機能させることになるが、効果性の側面においては、出
力を無視した支持を生み出すことになるためシステム・
フィードバックの機能を阻害し、民主主義の機能不全を
もたらす確率を高めてしまうのである。
以上をまとめれば、政治への信頼には相矛盾する 2つ
の効果がある、ということになる。ひとつは、政治への
「協力行為」を生じさせやすくするという意味での、政
治システムを効率化させる支持を生み出す効果である。
もうひとつは、評価と支持の結びつきを弱めるという意
味での、政治システムのフィードバック機能を阻害する
効果である。無論、現実における政治への信頼は認知と
感情の混合物であり、完全に認識的な信頼、あるいは、
完全に感情的な信頼は存在しない。しかし、信頼を抱く
対象によって認知と感情のどちらにウェイトがかかるか
は異なる。次節では、JESⅢの分析を通じて、政治への
信頼を、認識的信頼と感情的信頼に分類する。

Ⅲ．認識的信頼と感情的信頼

1．アクター・政治・制度への信頼
前節では、政治への信頼が感情的なものであれば、政
治システムは機能不全を起こす可能性が高まることを指
摘した。では、そこでの感情的な信頼とは一体どのよう
な信頼なのか。それはどのように操作的に定義するのか。

本節の目的は、大規模サンプル・サーベイである JES

Ⅲの分析を通じて、政治への信頼から、認識的信頼と感
情的信頼を抽出することである 13）。

JESⅢを用いる理由は、政治への信頼に関する質問文
が多数用意されており信頼の質的な比較を行うことがで
きるからである。政治への信頼を認識的信頼と感情的信
頼とに区分するには、信頼を細分化（相対化）したうえ
で「再統合」する必要がある。JESⅢには、政治への信
頼に関する複数の質問項目のセットが用意されているの
で、上述の目的に適った分析を行うことができる。した
がって、以下では、2003 年度調査、2004 年度調査、
2005 年度調査をプールしたデータを用いて、信頼の分
析を行っていく 14）。
さて、政治への信頼を尋ねる質問として、JESⅢには

1）政権担当政党や政治家といった「アクター」を対象
とする信頼の質問項目群、2）国政や府県政といった「政
治」を対象とする信頼の質問項目群、3）選挙や国会制
度といった「制度」を対象とする信頼の質問項目群の 3
つが用意されている。具体的には、以下に記す対象への
信頼が尋ねられている 15）。

・政治的アクターへの信頼
①政権担当政党、②既成政党、③政党・政治家、
④間接代議制
・政治への信頼
①国の政治、②都道府県の政治、③市区町村の政治
・制度への信頼
①政党、②選挙、③国会

質問文の回答形式は、政治的アクターへの信頼と政治
への信頼が、「1：かなり信頼できる」「2：やや信頼でき
る」「3：あまり信頼できない」「4：ほとんど信頼できな
い」であり、制度への信頼は「1：賛成」「2：どちらか
といえば賛成」「3：どちらかといえば反対」「4：反対」
である。この回答形式の違いは、前者は「○○は信頼で
きるか」という質問文であるのに対して、後者が「○○
があるから有権者の声は政治に反映される」という質問
文である点による。
各質問の度数分布は図 1に整理したとおりである 16）。

政党、選挙、国会の応答性に関する信頼はきわめて高く、
8割から 9割の人が肯定的な回答である。ほとんどの人
が「制度は応答的であると信じることができる」と考え
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ていることがここからわかる。制度への信頼ほどではな
いが、政権担当政党や都道府県の政治、市区町村の政治
への信頼も、相対的には高い値が示されている。これら
とは逆に、信頼できないとの回答が多数を占めるのが、
既成政党や政党・政治家への信頼である。特に、政党・
政治家に関しては、6割以上もの人が信頼できないと回
答している。国政および代議制への信頼については、信
頼できる人と信頼できない人が、ほぼ同程度存在する。
通常、このように多くの質問を用いる場合は、因子分
析を行い、質問項目を単純化する作業が行われる。しか
し、この方法は、本稿においてはやや不適切な方法であ
る。表 1は、これらの質問文を用いて探索的因子分析を
行った結果を示したものである。推定の結果、「アクター」
「政治」「制度」の 3つの因子が抽出された。標本妥当性
を示す KMOが 0.812 と高い値を示しているので、この
推定結果は一見妥当なものであるようにも思われるが
17）、一方で、因子抽出前と抽出後の乖離について統計的
に有意な差があるとの結果が示されている 18）。図 1 を
みても明らかではあるが、この結果は、質問項目それぞ
れの固有の分散が大きく、質問項目をまとめることでか
えって誤った推論をおかす可能性があることを示唆して
いる。さらにいえば、この結果は潜在因子を明らかにし
ているというよりも、「何がどのタイミングでどのよう
に尋ねられているか」をまとめたものであるに過ぎない
可能性がある 19）。したがって、以下での分析は、質問
を単純化せずに行っていくことにしたい。

2．信頼の分類：認識的信頼と感情的信頼
政治への信頼が何らかの根拠に基づくものかそうでな
いかを判断するには、それぞれの信頼と政治や行政に対

する評価との相関をみることで明らかにすることができ
る。ここでは、そのような政治や行政に対する評価とし
て、内閣への業績評価を用いる。JESⅢ調査には、1）
財政構造改革、2）景気対策、3）外交、4）全体の 4つ
の内閣の業績評価に関する質問文が用意されている 20）。
改めて述べるまでもなく、これらはいずれの過去の政府
の業績に対する認識ないし評価である。常識的に考えれ
ば、内閣の業績に対する評価が否定的である場合、政治
は信頼できないと多くの有権者は考えるように思われる
が、信頼の「質」の違いは、過去の政府の業績と信頼の
関係の度合いを変化させるだろう。
表 2は 4つの内閣の業績評価と、信頼との相関関係を
分析した結果を整理したものである。相関係数は、内閣

政権担当政党
既成政党

政党・政治家
代議制
国政
府県政

市町村政治
政党
選挙
国会

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

否定的 やや否定的 やや肯定的 肯定的

図 1　信頼の度数分布

表 1　探索的因子分析の結果

アクター 政治 制度
政権担当政党逆転 0.676 0.090 -0.006
既成政党逆転 0.817 -0.073 -0.053
政治家逆転 0.786 -0.010 -0.001
代議制逆転 0.541 0.011 0.096
国政逆転 0.239 0.537 0.023
府県政逆転 -0.076 0.953 -0.018
市町村政逆転 -0.022 0.712 0.003
政党逆転 0.075 -0.001 0.620
選挙逆転 -0.047 0.002 0.751
国会逆転 -0.006 -0.007 0.788
因子寄与率 32.5 12.8 9.2
N 2935
KMO（標本妥当性） 0.812
sig 0.000
注）因子抽出法は最尤法　プロマックス斜交回転後の解を記載
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の業績評価に関する回答が 5 点順序尺度であるため
tau_cを用いている。

表 2には、信頼を抱く対象によって内閣の業績評価と
の相関関係が変化することが示されている。政権担当政
党、国の政治、政党・政治家といった対象に対する信頼
は、比較的内閣の業績評価と相関する傾向にある。もっ
とも高い値を示しているのは政権担当政党への信頼であ
り、財政構造改革への評価との相関が 0.395、景気対策
への評価との相関が 0.336、外交政策との相関が 0.315、
全体的な評価との相関が 0.414 である。サンプル・サー
ベイというデータの特徴を勘案すれば、この値はかなり
大きなものと考えられる 21）。
それらとは対称的に、内閣の業績評価とほとんど相関
を示さないのが、政党、選挙、国会といった、制度の応
答性に対する信頼である。これらはいずれも統計的に有
意な結果こそ示されてはいるものの、0.1 前後というき
わめて小さな値が示されるにとどまっている。もっとも
内閣の業績評価と関係がないのは選挙制度の応答性への
信頼であり、これに関しては、すべて 0.1 にも満たない
結果となっている 22）。制度への応答性に関しては、総
じて内閣の業績評価とは関係がないものと考えられる。
府県や市町村の政治への信頼は、内閣への業績評価と
やや関係がある。もっとも、府県政治への信頼に関して
は 0.2 前後の値が示されているものの、市町村の政治へ
の信頼との値は 0.1 前後と小さく、政府の規模が小さく
なるにしたがって、業績評価との関連も弱くなることが
示されている。
これら 4つの業績評価と信頼の相関は、信頼の度合い
と関係がある。図 2は、それぞれの信頼の度数分布から

算出した「信頼・不信得点」と、4つの業績評価との相
関の平均値をプロットしたものである 23）。この図には、
内閣の業績評価との相関が強いほど不信者の割合が多く
なり、逆に相関が弱いほど信頼を抱く人が多くなる傾向
にあることが示されている。政権担当政党への信頼が例
外的に回帰直線から外れているが、府県政治や市町村政
治への信頼ほど信頼を抱いている人が多いわけではない
ので、上述の傾向はおおよそあてはまるものと考えられ
る。

表 2や図 2にて示しているように、信頼と一言でいっ
ても、政府の業績評価と強い関係をもつ信頼もあれば、
そうでないものもある。政権担当政党や政党・政治家、
国の政治といった、主として国政に関わる対象に対して
の信頼は、比較的政府の業績評価認識と関係があるとい
える。これらが内閣への業績評価と関わりがあるのは、
常識的な見解とも一致する。ニュースや新聞といったマ
スコミから入手する政治的な情報は、主として国政に関
わるものだからである。以上より、国政に関わる対象に
対しての信頼は、感情的信頼ではなく認識的信頼である
と考えることができる。
これに対して、選挙や国会といった制度や、市町村な
ど地方レベルの政治を対象とする信頼は、過去の政府の
業績とはそれほど関係がない。もっとも、内閣の業績評
価との相関を基準にしているので、関係がないというだ
けでは感情的信頼と呼ぶことはできない。重要なのは、
制度や国会といった制度は抽象的であり一見するとわか
りにくいものであるにも関わらず、ほとんどの人が信頼

表 2　信頼と業績評価の相関

財政構造改革 景気対策 外交 全体
政権担当政党 0.395 0.336 0.315 0.414
既成政党 0.203 0.175 0.156 0.206
政党・政治家 0.238 0.205 0.191 0.237
代議制 0.169 0.136 0.128 0.169
国政 0.319 0.284 0.232 0.327
府県政 0.202 0.170 0.164 0.210
市町村政 0.141 0.124 0.105 0.149
政党 0.124 0.094 0.101 0.119
選挙 0.080 0.050 0.042 0.082
国会 0.113 0.090 0.078 0.117
注）相関係数は tau c　すべて 1％水準で統計的に有意
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図 2　業績評価との相関と不信・信頼得点のプロット
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できる（応答的である）と回答している点である。さら
にいえば、府県や市町村政治に関しても、国政と比べて
情報を入手する機会が恵まれていないにも関わらず、信
頼できると回答している人の割合はそうでない人より多
い。国政への関心より市町村政治への関心が低い現状に
あることに鑑みれば、多くの人びとは、府県や市町村政
治に関する情報を持ち合わせていないはずである。それ
にも関わらず、多くの人びとは信頼できると回答してい
る。これらの点は、制度や市町村政治への信頼が、相対
的には感情的要素が強いことを示している。
以上より、政治への信頼から認識的信頼と感情的信頼
を抽出することができた。ただし、何度も述べるように、
これらはあくまで信頼項目を相対化したうえでの分類で
ある。現実における信頼は、認知と感情が多分に織り交
ざったものであり、制度への信頼が完全に感情的であり、
政権担当政党への信頼が完全に認識的であることを主張
しているわけではない。この点に注意しつつ、次節では、
本稿の仮説が支持されるものであるか、確認していくこ
とにしよう。

Ⅳ．信頼の条件付け効果の分析

1．分析モデルと推定方法
本稿の仮説を再度述べれば、政治への信頼の加算的効
果は政治システムを機能させる確率を高めるが、感情的
信頼の条件付け効果は政治システムを機能不全に陥らせ
る確率を高めるのではないか、というものである。本節
では、前節までの議論をふまえながら、JESⅢを用いた
順序プロビット推定より、この仮説が支持されるもので
あるかを検証する。
まずは、分析に使用する従属変数から説明することに
しよう。Ⅱ．にて検討したように、政治への信頼は、入
力に関する支持を生み出すものと考えられる。ここでは、
そのような支持の 1つとしての内閣への支持をとりあげ
る。内閣支持は、政権の存続時期や当該政権政党に属す
る政治家の再選可能性を左右させる指標であることが実
証的に明らかにされており 24）、そこから、内閣支持を、
政治を円滑に進めていくうえでの資源として捉えること
ができる。特に、本稿が扱う JESⅢは小泉内閣期にお
ける政治意識調査であり、その点から考えても、内閣支
持を政治への「協力行為」の代替とみなすのは適切であ
ると考える 25）。

本稿が検証するのは信頼の効果であるから、独立変数
は政治への信頼である。具体的には、Ⅲ．にて検討した
政治への信頼に関する質問文を採用する。ただし、これ
らの質問項目間の相関は高いので、すべてを独立変数と
して分析に使用すると多重共線問題が発生する恐れがあ
る。通常は、この問題を避けるために合成指標を作成す
るわけだが、因子分析を用いるのは適切な方法ではない。
さらにいえば、因子分析の結果と、本稿の信頼の分類結
果は大きく異なるものであるわけだから、その意味でも
この方法は不適切である。したがって、ここでは、政治
への信頼に関する 10 の質問項目を別個に投入し、推定
結果の比較を行うというある意味で基本的な手法を採用
することにしたい。端的にいえば、10 の異なる信頼の
効果をそれぞれ別個に推定する、ということである。
さて、以上の記述は、政治への信頼の加算的効果を明
らかにするためのモデルを作成するものであるが、本稿
の主たる目的は、信頼の条件付け効果を明らかにするこ
とである。ここでは、「その他独立変数が従属変数に与
える効果量を左右する効果」を、条件付け効果と呼んで
いる。Ⅱ．での検討から明らかなように、政治への信頼
が条件付けるのは、出力に対する評価と内閣支持の関係
である。そのような「出力」に対する評価として、ここ
では、Ⅲ．にて使用した内閣の業績評価を採用する。た
だし、分析モデルには、内閣の財政構造改革に対する評
価、景気対策に対する評価、外交に対する評価の 3つの
変数と、信頼とこれら 3変数の交差項のみを投入する。
全体的な評価を分析モデルに投入しない理由は、これら
3つの評価を総称したものであることと、これら 3つの
評価と相関が高すぎるため、多重共線問題が発生すると
考えられるからである。
そして、もう 1つの評価として、ここでは政治満足度
および信頼と政治満足度の交差項も分析モデルに投入す
る。政治に対する満足・不満は、未来を志向する認識と
いうよりも、過去の政治に対する志向性であり、その意
味で、出力への評価とも関連する。ただし、これは内閣
の業績評価のような、具体的な出力に対しての評価ない
し認識ではなく、抽象的な「政治一般」に対する認識で
ある。その意味で、具体的な出力への評価とは質的に異
なるものである。けれども、過去の政治に対する評価と
いう意味では、政治満足度は業績評価と親和性を有する。
よって、ここでは、政治満足度およびこれと信頼の交差
項の効果についても検証することにする。
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もっとも、政治への信頼や業績評価、政治満足度のみ
が内閣への支持を規定しているわけではなく、その他の
外生的な要因も内閣への支持を規定している。本稿の仮
説を検証するには、本稿が想定する以外の多くの変数の
効果を統制する必要がある。ここでは、そのような変数
として、小泉純一郎への感情温度、政党支持態度、保革
イデオロギー、景気状況の認知、暮らし向き満足度を分
析モデルに投入する 26）。さらに、調査を行った時期も、
内閣への支持の変動を説明するだろう。よって、これに
ついても、分析モデルにくわえることにする。交差項と
時期を除くの変数の記述統計量は表 3にて記すとおりで
ある。

推定方法は、内閣への支持の回答尺度が「1：かなり
支持している」から「4：まったく支持していない」ま
での 4点順序尺度となっているため順序プロビットであ
る 27）。なお、分析結果の解釈を容易にするため、肯定
的な方向での回答の数値を大きくするよう、すべての独
立変数の回答尺度を逆転させて推定を行う。また、交差
項を作成する際に使用した諸変数については、表 3にて

記しているように、多重共線問題を避けるためにすべて
標準化している。

2．作業仮説
推定を行う前に、作業仮説を提示しておきたい。Ⅱ．
での検討から明らかなように、その性質如何を問わず、
政治への信頼は内閣を支持する確率を高めると本稿では
考えている。ここより、第 1の作業仮説である「政治へ
の信頼が高いほど支持する確率は高くなる。それは、認
識的信頼であっても感情的信頼であっても変わらない」
が導き出される。
一方、交差項については、認識的信頼と感情的信頼と
で異なる推定結果となることが予測される。まず、政治
への信頼が相対的に認識的なものである場合、信頼と業
績評価および政治満足度の交差項は統計的に有意な結果
を示さないと考えられる。その理由を簡単に説明すれば、
信頼が認識的である場合、出力への評価も肯定的なもの
であると想定されるため、信頼が認識的であり出力への
評価が否定的という参照基準が存在しなくなるからであ
る。参照基準の対象となる「セル」が存在する可能性が
低いということは、政治への信頼と出力への評価の関係
がほぼ「同一」になるわけだから、交差するという発想
自体が成立しない。もちろん、表 2にて示しているよう
に、実証データ上は、業績評価と認識的信頼は完全に一
致していない。しかし、理論的な予測としては、認識的
信頼の交差項の効果はないということになる。したがっ
て、第 2の作業仮説は「認識的信頼と内閣の業績評価お
よび政治満足度の交差項は統計的に有意な結果を示さな
い」となる。
次に、感情的信頼の交差項について検討しよう。ここ
までの議論から明らかなように、感情的信頼は業績評価
とは独立しており、また、フィードバック機能を阻害す
るものと本稿では想定している。ここでのフィードバッ
ク機能の阻害とは、業績評価や政治満足度との関連を弱
める効果を政治への信頼が有することを、具体的には意
味している。したがって、第 3の作業仮説は「感情的信
頼と内閣の業績評価および政治満足度の交差項は統計的
に有意な結果を示し、かつ、その符号の向きは負である」
となる。

3．推定結果と考察
まずは、認識的信頼の加算的効果と条件付け効果の推

表 3　従属変数と独立変数の記述統計量
N 最小値 最大値 平均 標準偏差

内閣支持 5510 1 4 2.567 0.886
政権担当政党 4866 -2.125 1.932 0.000 1
既成政党 4553 -2.097 2.543 0.000 1
政治家 4775 -1.853 2.561 0.000 1
代議制 4156 -1.954 2.076 0.000 1
国政 5535 -2.012 2.226 0.000 1
府県政 5291 -2.311 2.113 0.000 1
市町村政 5314 -2.311 1.980 0.000 1
政党 5068 -2.674 1.106 0.000 1
選挙 5251 -3.172 0.932 0.000 1
国会 4925 -2.419 1.160 0.000 1
財政構造改革 5561 -2.031 1.981 0.000 1
景気 5576 -1.701 2.393 0.000 1
外交 5532 -1.864 1.917 0.000 1
政治満足逆転 5676 -1.537 2.417 0.000 1
小泉感情温度 5634 0 100 54.891 22.209
自民支持ダミー 5604 0 1 0.448 0.497
民主支持ダミー 5604 0 1 0.173 0.378
支持政党なしダミー 5604 0 1 0.270 0.444
保革イデオロギー 5351 0 10 5.429 1.927
景気認知逆転 5562 1 5 2.531 1.033
暮らし満足逆転 5736 1 5 3.402 0.980

注 1） 政党支持態度については、自民、民主、支持なし以外の
回答が基準変数

注 2） 保革イデオロギーは数値が大きいほど保守的であり、数
値が小さいほど革新的
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定結果から確認することにしよう。表 4は、認識的信頼
と本稿が分類した政権担当政党、既成政党、政党・政治
家、間接代議制、国政への信頼の加算的効果と条件付け
効果の推定結果を整理したものである。推定の結果を先
取りすれば、すべての推定結果において、信頼の加算的
効果は統計的に有意であるとの結果が示された一方、条
件付け効果については統計的に有意ではないという結果
が示された。以下、それぞれの結果について考察してい
こう。
政権担当政党への信頼の効果についてであるが、本稿
の予測通り加算的効果は統計的に有意であり、かつ、符
号の方向は正であった。これは、信頼を抱くほど支持す
る確率が高まることを意味している。回帰係数の大きさ
からも明らかなように、政権担当政党への信頼は、かな
りの程度内閣への支持を規定していることがわかる。国

政への信頼についても、回帰係数の値こそ政権担当政党
よりは小さいものの、内閣への支持を規定しているとい
う結果が示されている。
これら 2つの信頼とは異なり、既成政党、政党・アク
ター、間接代議制への信頼は、統計的に有意な結果こそ
示されてはいるものの、それほど強く内閣への支持を規
定していない。特に、間接代議制への信頼はその傾向が
顕著であり、それゆえ有意水準のレベルも 5%に留まっ
ている。とはいえ、これら 3つの信頼についても、その
他の独立変数の効果を制御してもなお内閣への支持を左
右させる効果を持つという点については共通している。
このように信頼の加算的効果についてはすべての信頼
において統計的に有意であるという結果が示された一方
で、条件付け効果については、いずれの信頼においても
統計的に有意であるとの結果が示されなかった。この推

表 4　順序プロビット推定の結果：認識的信頼

政権担当政党 既成政党 政党・政治家 間接代議制 国政
回帰係数 sig. 回帰係数 sig. 回帰係数 sig. 回帰係数 sig. 回帰係数 sig.

評価：財政 0.301 *** 0.313 *** 0.314 *** 0.334 *** 0.300 ***

評価：景気 0.077 ** 0.093 ** 0.075 ** 0.067 * 0.080 **

評価：外交 0.122 *** 0.139 *** 0.144 *** 0.146 *** 0.126 ***

政治満足 0.233 *** 0.283 *** 0.281 *** 0.283 *** 0.261 ***

信頼 0.299 *** 0.060 ** 0.075 *** 0.047 * 0.174 ***

信頼×財政 0.021 -0.011 -0.011 -0.019 -0.014
信頼×景気 -0.022 -0.045 0.005 0.008 0.049
信頼×外交 0.008 0.039 0.011 0.003 -0.014
信頼×満足 0.027 0.021 0.018 0.035 -0.028
小泉感情温度 0.032 *** 0.034 *** 0.033 *** 0.034 *** 0.032 ***

自民支持 0.329 *** 0.318 *** 0.342 *** 0.341 *** 0.319 ***

民主支持 -0.347 *** -0.425 *** -0.406 *** -0.379 *** -0.439 ***

支持政党なし 0.009 -0.083 -0.054 -0.081 -0.065
保革イデオロギー 0.040 *** 0.051 *** 0.048 *** 0.049 *** 0.046 ***

景気認知 0.117 *** 0.128 *** 0.131 *** 0.146 *** 0.122 ***

暮らし向き満足 -0.028 -0.013 -0.017 -0.017 -0.019
2003 年度ダミー 0.134 ** 0.130 * 0.114 * 0.105 0.143 **

2004 年度ダミー -0.176 ** -0.198 *** -0.224 *** -0.228 *** -0.157 **

/cut1 0.219 0.413 0.373 0.437 0.296
/cut2 1.875 2.073 2.001 2.099 1.951
/cut3 4.358 4.502 4.415 4.529 4.392
N 4226 3991 4164 3663 4035
Log likelihood -3174.18 -3051.25 -3206.07 -2789.90 -3067.94
LR chi2 4301.16 3949.70 4085.08 3663.24 3976.13
Prob > chi2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
Pseudo R2 0.404 0.393 0.389 0.396 0.393

注）*:p<0.05　**:p<0.01　***:p<0.001 で統計的に有意
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定結果は、信頼を抱いている場合であれ不信を抱いてい
る場合であれ、業績評価や政治満足度の効果は変化しな
いことを意味している。つまり、信頼が認識的なもので
ある場合、信頼の効果として確認されるのは加算的効果
のみということになる。
次に、感情的信頼の効果について確認しよう。表 5は、
表 4と同様に、感情的信頼の加算的効果と条件付け効果
の推定結果をまとめたものである。認識的信頼の推定結
果とは大きく異なり、一部の交差項が統計的に有意であ
るとの結果が示されている。以下、それぞれの信頼の推
定結果について、詳しく考察していくことにしよう。
第 1に、府県政治への信頼の効果の推定結果について
であるが、信頼の加算効果については正の方向で統計的
に有意な結果が示されている一方で、一部の交差項につ
いて、負の方向で統計的に有意であるとの結果が示され

ている。具体的には、財政構造改革への評価の効果量を、
府県政治への信頼が有意に左右するとの結果が示されて
いる。交差項の係数の符号の方向は上述したとおり負で
あり、これは、信頼を抱く場合より不信を抱く場合の方
が、財政構造改革の評価と内閣支持の結びつきが強くな
ることを意味している。市町村政治への信頼についても、
府県政治への信頼とほぼ同様の推定結果が示されてい
る。ただし、市町村政治に関しては、加算的効果につい
ては統計的に有意ではないとの結果が示されている。
第 2に、政党および国会の応答性に対する信頼の効果
は、加算的効果が正の方向で統計的に有意であり、景気
対策との交差項が負の方向で統計的に有意、政治満足度
との交差項が正の方向で統計的に有意であった。業績評
価との関連については、フィードバックを弱めると言う
意味で本稿の予測通りの結果であるが、政治満足度につ

表 5　順序プロビット推定の結果：感情的信頼

府県政 市町村政 政党 選挙 国会
回帰係数 sig. 回帰係数 sig. 回帰係数 sig. 回帰係数 sig. 回帰係数 sig.

評価：財政 0.324 *** 0.336 *** 0.329 *** 0.337 *** 0.336 ***

評価：景気 0.078 ** 0.074 * 0.090 ** 0.086 ** 0.074 **

評価：外交 0.131 *** 0.130 *** 0.136 *** 0.140 *** 0.148 ***

政治満足 0.287 *** 0.290 *** 0.287 *** 0.286 *** 0.279 ***

信頼 0.062 ** 0.030 0.086 *** 0.089 *** 0.073 ***

信頼×財政 -0.057 * -0.053 * -0.006 0.013 0.048
信頼×景気 0.035 0.011 -0.061 * -0.024 -0.082 **

信頼×外交 0.023 0.011 0.039 -0.018 -0.035
信頼×満足 -0.002 0.005 0.075 ** 0.044 * 0.065 **

小泉感情温度 0.032 *** 0.032 *** 0.032 *** 0.032 *** 0.033 ***

自民支持 0.313 *** 0.302 *** 0.335 *** 0.353 *** 0.351 ***

民主支持 -0.448 *** -0.455 *** -0.401 *** -0.394 *** -0.406 ***

支持政党なし -0.112 -0.128 -0.047 -0.053 -0.071
保革イデオロギー 0.050 *** 0.052 *** 0.053 *** 0.058 *** 0.055 ***

景気認知 0.129 *** 0.138 *** 0.125 *** 0.124 *** 0.127 ***

暮らし向き満足 -0.014 -0.006 -0.001 0.002 0.008
2003 年度ダミー 0.114 * 0.121 * 0.115 * 0.115 * 0.096
2004 年度ダミー -0.205 *** -0.198 *** -0.235 *** -0.201 *** -0.217 ***

/cut1 0.314 0.377 0.412 0.445 0.465
/cut2 1.948 1.997 2.045 2.083 2.109
/cut3 4.355 4.418 4.472 4.527 4.540
N 3899 3905 4357 4467 4235
Loglikelihood -2995.44 -2995.15 -3340.10 -3413.14 -3230.54
LRchi2 3787.72 3785.45 4263.50 4359.49 4185.07
Prob>chi2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
PseudoR2 0.387 0.387 0.390 0.390 0.393

注）*:p<0.05　**:p<0.01　***:p<0.001 で統計的に有意
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いては予測とは異なり、信頼が高い場合の方が政治満足
度と内閣支持の結びつきは強くなるという結果であっ
た。この点については、選挙制度の応答性の推定結果を
考察する際、詳しく検討することにし、ここではおおむ
ね本稿の予測と同じ方向での結果が示されたことを確認
するにとどめる。
第 3に、選挙制度の応答性に対する信頼の結果である
が、加算的効果は正の方向で統計的に有意な結果を示す
ものの、業績評価との交差項はすべて統計的に有意では
ないとの結果が示された。一方で政治満足度との交差項
については、政党や国会の応答性と同じく、正の方向で
統計的に有意であるとの結果が示された。ここより、制
度への応答性への信頼は、政治満足度と内閣支持の関係
を強くするものであると考えることができる。業績評価
と政治満足度が同じ過去の政治に対する認識であるにも
関わらず、異なる結果が示されたのは、本稿の仮説が誤
りであったか、本稿の政治満足度に関する想定が誤りで
あったかのいずれかであるように思われるが、多くの推
定結果においてほぼ本稿の仮説と予測どおりの結果がえ
られた点を勘案するなら、後者の可能性が高いものと考
えられる。政治満足度は、先に述べたとおり具体的な対
象をもたない。その意味で、具体的な対象をもつ内閣へ
の業績評価に比して、政治満足度はやや感情的な側面が
強い評価である可能性が高く、それゆえに感情的信頼と
の相互作用の効果が強くなるという結果が示されたので
はないだろうか。
下記図 3から図 7は、表 5の推定結果を用いて、その
他独立変数の値を平均値に固定したうえで、業績評価と
政治満足度が変化することで内閣支持の確率がどの程度

変化するのかを、事後的にシミュレートした結果である。
信頼の条件付け効果を検証する交差項モデルの解釈は、
通常の回帰分析とは異なり推定値をみてもどの程度効果
があるのかを判断することが難しい。条件付け効果を明
らかにするには、推定結果を単に考察するだけではなく、
条件付け効果の大きさや程度について視覚的に確認する
作業が不可欠である。なお、ここではシミュレーション
結果を分かりやすくするため、「かなり支持」と「やや
支持」の選択確率をまとめ「支持確率」としている。ま
た、信頼の条件付け効果を明瞭に示すため、信頼の値が
-2 標準偏差と 2標準偏差の場合に業績評価や政治満足
度と内閣支持の関係がどう変化するのかを比較するかた
ちで示している。この値は、変数の上限値と下限値にほ
ぼ相当する。
図 3および図 4は、府県と市町村政治への信頼の条件
付け効果がどの程度かを示したものである。これらの図
には、府県および市町村の政治への信頼は、財政構造改
革が内閣支持に与える効果を半減させる効果があること
が示されている。具体的には、府県政治への信頼が低い
場合は、財政構造改革への評価は最大にしておよそ 60.2
ポイント支持確率を高めるが、信頼が高い場合は 28.5
ポイントしか支持確率を高めない。市町村政治への信頼
についても、信頼が低い場合財政構造改革への評価は最
大にしておよそ 59.6 ポイント支持確率を高めるが、高
い場合はおよそ 32.0 ポイント支持確率を高めるに過ぎ
ない。財政構造改革の効果が、信頼が高くても低くても
見出されるという意味では、府県および市町村の政治へ
の信頼の条件付け効果は「決定的」といえるほど大きな
効果をもつわけではない。しかし、業績評価と内閣支持
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図 3　府県政への信頼の条件付け効果 図 4　市町村政への信頼の条件付け効果
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の関係の度合いを半減させるという意味では、それなり
に大きな効果であるといえるだろう。
図 5から図 7は、政党、国会、選挙制度の応答性への
信頼の条件付け効果がどの程度あるのかを示したもので
ある。図 5をみてみると、政党の応答性への信頼が低い

場合、景気対策への評価は最大にして 32.2 ポイントほ
ど支持確率を高めるが、信頼が高い場合、その関係は逆
転し、4.3 ポイントほど支持する確率を低くする。もう
少し厳密ないい方をすれば、信頼が高い場合、景気対策
への評価と内閣支持はほとんど関係がなくなる 28）。図 6
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図 5　政党制度の応答性への信頼の条件付け効果

図 6　国会の応答性への信頼の条件付け効果
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図 7　選挙制度の応答性への信頼の条件付け効果
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においても、図 5と同様の傾向が見出される。国会との
応答性への信頼が低い場合は、景気対策への評価は最大
にして 35.5 ポイントほど内閣支持を高めるが、低い場
合はその関係が逆転する傾向がみられる。
以上のシミュレーション結果は、信頼における感情の
ウェイトが高まるほど、信頼のパラドクスが生じやすく
なることを示している。図 2にしたがえば、府県や市町
村の政治は、相対的には感情の割合が小さいものと考え
られる。信頼が高くても低くても、業績評価と内閣支持
との関係は見出されたのは、この点に拠るものと考えら
れる。これら 2つの信頼とは異なり、制度への応答性は、
感情の占めるウェイトが相対的には大きい。そのような
感情への偏重は、フィードバックの機能を阻害する要因
となる。事後シミュレーションの結果は、それが単なる
「危惧」ではなく現実として生じていることを示してい
る。

Ⅴ．結論

1．検証結果
Ⅳ .での推定結果を踏まえたうえで、あらためて本稿
の仮説が支持されるものであるか確認することにしよ
う。第 1の作業仮説である「政治への信頼が高いほど支
持する確率は高くなる。それは、認識的信頼であっても
感情的信頼でああっても変わらない」については、おお
むね支持されるとの結果が得られた。市町村の政治への
信頼をのぞき、認識的、感情的信頼のいずれの場合にお
いても、信頼が高くなればなるほど内閣への支持確率は
高くなる。それは、小泉への感情や政党支持態度、保革
イデオロギーといった独立変数の効果を考慮してもなお
見出されるものであった。
第 2の「認識的信頼と内閣の業績評価および政治満足
度の交差項は統計的に有意な結果を示さない」との作業
仮説についても、第 1の作業仮説と同じく支持されるも
のであった。認識的信頼と内閣の業績評価および政治満
足度との交差項は、いずれの結果においても統計的に有
意な結果を示さなかった。信頼が高くても低くても、内
閣の業績評価や政治満足度の影響力は変化しない。仮説
どおりの結果であるといえよう。
第 3の「感情的信頼と内閣の業績評価および政治満足
度の交差項は統計的に有意な結果を示し、かつ、その符
号の向きは負である」との作業仮説は、一部においての

み支持されるというものであった。ただし、内閣の業績
評価との関連については、本稿の予測と合致する推定結
果が選挙の応答性への信頼をのぞき示された。その意味
でいえば、本稿の予測はおおむね妥当なものであったと
考えられる。政治満足度については、Ⅳ .にて述べたよ
うに、抽象的な政治という対象に対する評価であり業績
への評価とは質的に異なるものであると推測される。予
測とは異なる結果がえられたのも、おそらくはこの点に
起因するものと考えられる。第3の作業仮説については、
やや留保付きで支持されるということになろう。なお、
予測と推定結果については、表 6にてまとめたとおりで
ある。

2．推定結果の含意
本稿の基本疑問は「政治への信頼の加算的効果は政治
システムを機能させる確率を高めるが、感情的信頼の条
件付け効果は政治システムを機能不全に陥らせる確率を
高めるのではないか」というものであった。ここでは、
信頼の効果を加算的効果と条件付け効果に大別し、さら
に信頼を認識的信頼と感情的信頼とに区別することで、
本稿のいう信頼のパラドクスを明らかにすることを試み
た。分析の結果明らかになったのは、高いレベルでの感
情的信頼は、支持を生み出す一方で、フィードバック機
能を阻害する確率を高めるというものであった。以上が
暫定的ではあるが本稿の推定結果から導き出される問い
への回答である。
政治への信頼は、多くの論者が主張するように、政治
システムを円滑に作動させるための資源としての支持を
創出する。その意味で、政治への信頼は、政治システム
をうまく機能させるための資源となる。しかし、政治へ

表 6　予測と推定結果
加算的効果 条件付け効果

予測 推定結果 予測 推定結果
政権担当政党 正で有意 正で有意 非有意 非有意
既成政党 正で有意 正で有意 非有意 非有意
政党・政治家 正で有意 正で有意 非有意 非有意
間接代議制 正で有意 正で有意 非有意 非有意
国政 正で有意 正で有意 非有意 非有意
府県政 正で有意 正で有意 負で有意 負で有意
市町村政 正で有意 非有意 負で有意 負で有意
政党 正で有意 正で有意 負で有意 負／正で有意
選挙 正で有意 正で有意 負で有意 非有意／正で有意
国会 正で有意 正で有意 負で有意 負／正で有意
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の信頼には認識的なものと感情的なものの 2種が存在す
る。一方での認識的信頼はフィードバックの作用を阻害
することはないが、他方での感情的信頼は、高くなれば
なるほどシステム・フィードバックの作用を阻害させる
確率を高める。
感情的信頼は、支持を作り出すと同時に、システム・
フィードバックの機能を弱める。その意味で、どのよう
な信頼であれ政治システムを機能させるというわけでは
ないし、また、どのような信頼であれ、その度合いを高
める必要があるということにもならない。より冷静な視
点からの議論が必要となろう。無論、感情的信頼がそれ
ほど高くなければフィードバック機能は阻害されること
はない。しかし、図 1および図 2にて示しているように、
政治制度や府県、市町村政治への信頼は高い値を示して
いる。特に、政治制度の応答性に関しては、制度という
抽象的な対象であるにも関わらず 9割近くの人が信頼で
きると回答している。この事実は、単なる危惧ではなく、
現実としてシステム・フィードバックの機能が阻害され
ている可能性が高いことを示唆している。
この信頼のパラドクスの問題を解決する鍵となるの
は、信頼における感情のウェイトを小さくすることであ
るが、そこには、もう 1つの問題が内在している。それ
は、感情のウェイトを小さくし、認識的な方向へと信頼
が変化するにしたがって、今度は支持の度合いが低く
なってしまうという問題である。政党や政治家といった
対象に対する信頼の低さから明らかなように、信頼にお
ける認知のウェイトが大きくなるにしたがって、不信の
度合いも高くなる傾向がみられる。すなわち、信頼のパ
ラドクスの裏側には、効率性と効果性のジレンマが存在
するのである。
民主主義を機能させるには、信頼のパラドクスとジレ
ンマの両者を解決する必要がある。これは、一見すれば
不可能なようにも思われるが、その可能性がないわけで
はない。政権担当政党への信頼にみられるように、信頼
の度合いが高く、かつ、認識的な信頼も存在する。もち
ろん、これは小泉という特殊な要因が働いたがゆえの結
果なのかもしれない。しかし、同時に、これはいかにし
て認識的な高いレベルでの信頼を獲得するかを知る上で
のヒントでもある。どのような方策がそれを可能にする
かについては定かではないが、信頼のパラドクスとジレ
ンマの両者を解決できる可能性が存在する点について
は、改めて指摘しておきたい。

3．今後の課題

本稿の分析はきわめて限定的なものであり、なお残さ
れた課題は多い。ここでは、それらの課題の中でも重要
と思われる以下の 3点について指摘することで、締めく
くりに代えることにしたい。
まず、第 1の課題として指摘できるのは、政治満足度
についてである。本論中にて述べているとおり、政治満
足度がいかなるものかについて分析する必要があるだろ
う。特に、政治満足度の意味する「政治」とは何かといっ
た点を、より詳細な分析より明らかにする必要がある。
政治満足度が無自覚的な認識か否かを確認するには、政
治の意味内容を明らかにしなければならないからであ
る。
次いで、第 2の課題としては、本稿の推定結果の妥当
性が不明瞭であるという点があげられる。ここでは、
JESⅢ調査を用いての推定のみから政治への信頼を認知
的信頼と感情的信頼とに区分したが、JESⅡといったそ
の他の調査においても、同様の分析結果が導き出される
かについては定かではない。より多くのデータを用いて
の分析を行うことが必要だろう。
最後に、本稿の推定結果から導き出された含意と民主
主義との関連について、より詳細な議論が必要な点が、
第 3の課題としてあげられる。高信頼な社会がかならず
しも「良い」社会ではないことは、本稿の分析結果から
もすでに示した通りである。では、いかなる社会が望ま
しい社会なのか。信頼のジレンマは、民主主義の限界な
のか、それとも、民主主義という枠の中で解決すること
ができる問題なのか。さらには、いかなる社会が望まし
いのか。これらの疑問は本稿の範囲を超えるものであり、
また、それに対する解を提示することはここでの目的で
もないが、しかし、今後の課題として検討していく必要
があるだろう。

注
1 ）欧米では日本に比してかなり早い段階から政治への信頼の
測定に関する分析が進められている。詳しくは、Chen（1992）
や Citrin and Muste（1999）などを参照されたい。日本にお
いても、近年、信頼の測定方法に関する分析が行われている。
その代表的な研究としては西澤（2008）がある。
2）政治への信頼の構造については、Craig（1979）、Chen（1992）、

Finifter（1970）など数多くの実証分析がある。日本では、
三宅（1986）、綿貫（1997）などが政治不信の多次元性につ
いて検討している。他方での政治への信頼の現状や推移等に
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つ い て は、Cheema（2005）、Norris（1999）、Pharr and 

Putnam（2000）、大山（2007）などが詳しく検討している。
そこでは、データによって若干の差異が見受けられるものの、
先進諸国に共通して政治への信頼の低下が生じていることが
明らかにされている。
3）政治への信頼の規定要因を実証的に分析するものとしては

Chanley, Rudolph and Rahn（2000）、Espinal, Hartlyn and 

Kelly（2006）、Keele（2007）、Kelleher and Wolak（2007）、
Nye Jr., Zelikow and King（1997=2002）、善教（2009）などが
あげられる。
4）Hetherrinton（2005）は、信頼の効果を政策選好との関連
から議論する貴重な研究である。
5）政治への信頼がなぜ必要かについては、「取引費用
（transaction costs）」の節減やシステムの正統性の確保といっ
た点から説明されることが多い。Hetherrington（1998）、
Levi and Stoker（2000）、Nye Jr., Zelikow and King（1997=2002）
などを参照のこと。
6）政治不信と投票参加（棄権）の関係についての研究は、

Chen（1992）に簡潔にまとめられているのでそちらを参照
のこと。なお、Chenは不信と棄権の増加の関連性を強調し
ているが、動員力の衰退から棄権を説明するものとして
Rosenstone and Hansen（1993）もあわせて参照のこと。政
治参加との政治への信頼の関係については、投票参加研究に
比して少ないものの一定数存在する。代表的な研究としては、
Barnes et al.（1979）、Dalton（2008）、Schwartz（1973）な
どがあげられる。政治への信頼とは異なるが、政治拒否意識
と投票外参加の関連を実証するものとして、西澤（2004）お
よび山田（2004）がある。
7）小林（1987）は、政治への信頼感と投票参加の関係は擬似
的な相関であることを主張する。三船（2005）における実証
分析においても、信頼の効果はきわめて小さいことが示され
ている。このように政治への信頼の効果に対する疑義が呈さ
れる一方、山田（2002）は、1990 年代における不信感の増
加と棄権者増加の関連の強さを強調している。くわえて木村
（2000）においても、政治への不満と棄権の間の関連が示さ
れている。善教（2010）は、政治への信頼の効果を過大視す
ることには慎重になるべきであることを主張しつつも、信頼
にはたしかに投票参加確率を高める効果があることを明らか
にしている。
8）政治意識の基底的構造としての認知構造と感情構造につい
ては、三宅・木下・間場（1965）を参照のこと。
9）政治システム論については、Easton（1971=1976）を参照
のこと。
10）過度な参加が民主主義の正統性を脅かすことを危惧するも
のとして Crozier, Huntington and Watanuki（1975=1976）を
参照のこと。
11）政治不信に基づく市民オンブズマン活動が、民主主義を機
能させることを主張するものとして坂本（2009）があげられ

る。
12）ただし、Easton（1971=1976）はすべての支持を重要とみ
なしているわけではなく、権威に対する支持がもっとも重要
であると主張している。この支持の区別は、「政府への信頼
（trust in government）」の解釈をめぐる論争に発展すること
になる（Citrin1974; Miller 1974）。この論争をうけ、Easton

（1975）は支持の概念を「特定支持（specific support）」と「一
般的支持（diffuse support）」にわけることを提案している。
長期的な政治システムの作用を考えていく上で重要なのは
「特定支持」ではなく「一般的支持」であるが、政治システ
ムを効率化させるという意味ではいずれの支持も変わりな
い。
13）JESⅢは、JESⅢ研究会（池田謙一・小林良彰・平野浩）
が中心となって行った、全国の有権者を対象とした大規模パ
ネル調査である。このデータは慶応義塾大学 21 世紀 COEプ
ログラム「多文化多世代交差世界の政治社会秩序形成－多文
化世界における市民意識の動態－」HPより入手した（URL: 

http://www.coe-ccc.keio.ac.jp/）。調査の詳細については、SSJ

データアーカイブの HPを参照されたい（URL: http://ssjda.

iss.u-tokyo.ac.jp/gaiyo/0530g.html）。データの収集ならびに公
開に尽力された方々に感謝と敬意を表する。
14）2001 年度調査を用いない理由は、政治への信頼に関する
質問が用意されていなかったためである。
15）質問文の詳細については、紙幅の都合上省略する。JESⅢ
コードブックおよび SSJデータアーカイブの HPなどを参照
されたい。SSJデータアーカイブの HPの URLは、注 13 に
て記すとおりである。
16）わからない（DK）とこたえない（NA）は欠損値として処
理している。
17）KMOは、共通因子の存在を示す数値である。この値が 1
に近づくほど、共通因子が存在する確率が高まることを意味
する。通常、この値が 0.5 未満であれば、探索的因子分析を
行うことが不適切であるとみなされる。
18）因子分析は、情報を捨象することを目的とする方法なので、
もとの情報と乖離がみられるという結果が得られたとして
も、その推定結果の妥当性が損なわれるわけではないことに
注意されたい。
19）似たような質問が併記されていると、似通った回答となる
傾向にある。因子分析の欠点は、このような「バイアス」を
除去することができない点にある。つまり、表 1の結果は、
これら質問文の間に 3つの潜在的な因子があることを示して
いるというよりも、似通った質問文を併記させることによっ
て生じる「バイアス」の影響を多分にうけたがゆえの結果で
あると推測される。
20）質問文は、いずれの項目も「あなたは小泉内閣のこれまで
の実績についてどう思われますか。○○についてはどうです
か」というものである。さらなる詳細については、注 13 に
記した URLを参照のこと。
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21）サンプル・サーベイには回答誤差を含む様々な誤差が含ま
れるので、相関係数が 0.3 程度あれば十分関係があるとみな
すことができる。
22）統計的に有意であっても相関係数が 0.1 未満である場合、
実質的には関連はない。
23）　信頼・不信得点は、それぞれの度数分布に -2 点（否定的）、

-1 点（やや否定的）、1点（やや肯定的）、2点（肯定的）を
掛け合わせ、それらを合計したものである。
24）内閣支持率が政権の継続や安定を説明することを実証的に
明らかにする研究として、増山（2002）がある。なお、内閣
支持率が 20 ないし 30％を下回ると内閣の改造ないし内閣総
理大臣の交代が行われることは、経験則としてひろく知られ
ている（朝日新聞世論調査室編 1976）。

25）「世論」の支持が、小泉内閣の重要な権力資源であること
を主張するものとしては、内山（2007）および大嶽（2006）
などがある。
26）紙幅の都合上、これらの変数の詳細についても割愛する。
注 13 にて記している URL等を参照されたい。なお、年齢や
教育程度といったデモグラフィー要因に関しては、統計的に
有意ではなかったため、最終的に分析モデルから除外した。
27）リンク関数をプロビットにする理由が特にあるわけではな
いが、あえて理由を述べれば、従属変数の分布がロジスティッ
ク分布より正規分布に近かったからである。なお、リンク関
数をロジットに変えても推定結果は大きく変わらなかったこ
とをあらかじめ述べておく。
28）表 3をみれば明らかなように、制度の応答性に関する信頼
の最大値はいずれも 1標準偏差前後である。2標準偏差とい
う値は、事後シミュレーションの都合上設定しているに過ぎ
ず、実質的には、関係が逆転するというよりも、信頼が高く
なるにしたがって関係がなくなると解釈する方が適切であ
る。
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